
 

 

瀬戸内海における今後の目指すべき将来像と環境保全・再生の在り方 

に関する意見の募集と現地ヒアリングの開催について（お知らせ） 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
１．諮問に関する意見募集等の背景 

 

瀬戸内海が、我が国のみならず世界においても比類のない美しさを誇る景勝地として、

また、国民にとって貴重な漁業資源の宝庫として、その恵沢を国民が等しく享受し、後代

に引き継いでいくため、瀬戸内海の環境の保全・再生に関し、従来の施策に加え、新たな

課題や時代の変化への対応が必要との認識から、平成 23 年７月 20 日に環境大臣から中央

環境審議会会長に対し、「瀬戸内海における今後の目指すべき将来像と環境保全・再生の在

り方について」諮問が行われました。 

これを受け、諮問について中央環境審議会から瀬戸内海部会に付議され、平成 23年 7月

22 日に開催されました瀬戸内海部会（第 10 回）において、同部会のもとに諮問に関する

調査を行うための企画専門委員会を設け、調査を開始しているところです。 

企画専門委員会では、瀬戸内海に対して有している国民の意見を広く伺い、今後の調査

に反映することが必要との認識から、以下のとおり「意見募集」と「現地ヒアリング」を

行うこととなりました。 

 
２．意見募集について 

瀬戸内海における今後の目指すべき将来像や環境保全・再生の在り方に関して御意見を

募集します。 

 

（１）意見の提出方法 

意見提出様式により、電子メール・郵送・ファクシミリのいずれかの方法で、（３）の

意見送付先まで御提出ください。 

意見の提出方法の詳細については、添付資料「瀬戸内海における今後の目指すべき将
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中央環境審議会瀬戸内海部会企画専門委員会では、環境大臣からの諮問「瀬戸内海にお

ける今後の目指すべき将来像と環境保全・再生の在り方について」に関する調査に際し、

国民各界各層の意見を調査に反映することが必要との判断から、諮問に関する意見を募集

するとともに、瀬戸内海の現地において地元関係者へのヒアリングを実施します。 

「節電への御協力をよろしくお願いいたします」 
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来像と環境保全・再生の在り方に関する意見の募集について」の別紙 意見募集要領を

御参照ください。 

 

（２）意見募集期間 

平成 24 年１月 16 日（月）から２月 29 日（水）17 時まで 

（郵送の場合は、平成 24 年２月 29 日（水）必着） 

 

（３）意見送付先 

中央環境審議会瀬戸内海部会企画専門委員会事務局 

環境省水・大気環境局水環境課閉鎖性海域対策室 

担当：橋本、生川、千野 

 

〒100-8975 東京都千代田区霞が関１－２－２ 

TEL ： 03－5521－8320 

FAX ： 03－3501－2717  

E-mail ： mizu-hesasei@env.go.jp 

 

３．現地ヒアリングの開催について 

 現地ヒアリングは、中央環境審議会瀬戸内海部会企画専門委員会委員が、本諮問に関し

て、瀬戸内海の現場に近い関係者の方々（自治体、事業者、漁業関係者、NPO、学識経験者

等）から意見を伺うため、瀬戸内海沿岸の３か所において現地ヒアリングを公開で開催し

ます。また、時間の範囲内で傍聴されている方からの御意見も伺う予定です。 

 

（１）開催日程 

   ・瀬戸内海 西部（第１回） 

    主な対象：響灘、周防灘、伊予灘、豊後水道 

（関係県：山口県、愛媛県、福岡県、大分県） 

日時 : 平成 24年２月 13日（月）13：30～16：30                                                   
場所 : 西日本総合展示場新館ＡＩＭビル３階 314・315会議室 

福岡県北九州市小倉北区浅野三丁目８－１ 

 

  ・瀬戸内海 中部（第２回） 

主な対象：広島湾、安芸灘、燧灘、備後灘、備讃瀬戸 

（関係県：岡山県、広島県、山口県、香川県、愛媛県） 

日時 : 平成 24年２月 14日（火）13：30～16：30                                                   
場所 : 高松シンボルタワー展示場(ホール棟１階) 

香川県高松市サンポート２―１ 

 

・瀬戸内海 東部（第３回） 

主な対象：播磨灘、大阪湾、紀伊水道 

（関係府県：京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県、岡山県、 

徳島県、香川県） 

日時 : 平成 24年２月 23日（木）13：30～16：30                                                   
場所 : 新梅田研修センターＬホール 

大阪府大阪市福島区福島６－22－20  



 

 

（２）現地ヒアリングの公開に関する取扱い  

○傍聴希望の方は、以下に示す期日まで（必着）に、電子メール又はファクシミリ

でお申込みください。お申込みの際には、「瀬戸内海部会 企画専門委員会 現地

ヒアリング（例：西部）傍聴希望」と明記し、住所、氏名、所属（勤務先）、電

話番号、傍聴券の送付先（電子メールアドレス又はファックス番号）を記入の上、

（３）の連絡先までお申込みください。お申込みは、傍聴希望者１人につき１通

とさせていただきます。電話でのお申込みはお受けできません。 

 

  ◇傍聴申込み期限 

・瀬戸内海 西部 ： 平成 24年２月３日（金）12時 

・瀬戸内海 中部 ： 平成 24年２月３日（金）12時 

・瀬戸内海 東部 ： 平成 24年２月 13日（月）12時 

 

○傍聴可能人数は、各地域 80 名程度を予定しています。傍聴を希望される方が予定

人数を超えた場合は、抽選といたします。 

○電子メールで申し込まれた場合は返信メールを印刷したものを、ファクシミリで申

し込まれた場合は（３）の連絡先からの返信をそれぞれ傍聴券といたしますので、

傍聴の際に御持参願います。なお、当日は傍聴の受付に当たり、身分を証明するも

のを御提示していただく場合がございますので、あらかじめ御了承ください。 

○カメラ撮りを御希望の報道関係者の方は、あらかじめ（３）の連絡先までお申込み

ください。カメラ撮りについては、ヒアリングの冒頭のみでお願いいたします。 

 

（３）現地ヒアリング傍聴希望連絡先 

社団法人 瀬戸内海環境保全協会 

（※意見募集の意見提出先とは異なりますので御注意ください） 

担当者： 石川 ishikawa@seto.or.jp 

藤原 fujiwara@seto.or.jp 

〒651-0073 兵庫県神戸市中央区脇浜海岸通１－５－２ 

人と防災未来センター東館 ５階  

TEL ： 078-241-7720 

FAX ： 078-241-7730  

 

 

添付資料 

 ◇瀬戸内海における今後の目指すべき将来像と環境保全・再生の在り方に関する意見の

募集について 

 ◇意見提出様式 

 ◇（参考資料）諮問書の写し及び補足説明資料 
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瀬戸内海における今後の目指すべき将来像と 

環境保全・再生の在り方に関する意見の募集について 

 

平成 24 年 1 月 16 日 

中央環境審議会瀬戸内海部会企画専門委員会 

委員長 松田 治 

 

 

瀬戸内海は、我が国のみならず世界においても比類のない美しさを誇る景勝

地として、また、国民にとって貴重な漁業資源の宝庫として、多くの恵みを私

たちに与えてくれています。この瀬戸内海の恵みを国民が等しく享受し、また、

後代に引き継いでいくことが必要です。 

このたび、瀬戸内海の環境の保全・再生に関し、従来の施策に加え、新たな

課題や時代の変化への対応が必要との認識から、平成 23 年 7 月 20 日に環境大

臣から中央環境審議会会長に対し、「瀬戸内海における今後の目指すべき将来像

と環境保全・再生の在り方について」諮問が行われました。 

これを受け、中央環境審議会は、瀬戸内海部会に諮問を付議し、平成 23 年 7

月 22 日に開催されました瀬戸内海部会（第 10 回）において、同部会のもとに

諮問に関する調査を行うため、本企画専門委員会が設けられたところです。 

企画専門委員会では、平成 23 年 10 月 13 日に第１回委員会を開催し、調査を

開始したところですが、本諮問について調査を行うに当たり、平成 23 年３月に

取りまとめられた「今後の瀬戸内海の水環境の在り方の論点整理」等も踏まえ、

国民の皆さまが瀬戸内海の環境に対して有しているご意見を広く伺い、今後の

調査に反映することが必要との認識から、別紙意見募集要領により、電子メー

ル、郵送、ファクシミリによる意見募集を行うことといたしました。 

多くの忌憚ないご意見をお寄せいただければ幸いです。皆さまのご協力をよ

ろしくお願いいたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

意見募集要領 

 

１．意見を募集する項目 

①瀬戸内海の環境の現状について 

 

 

 

②瀬戸内海における今後の目指すべき将来像について 

 

 

 

 

 

 

 

 

③環境保全・再生の在り方について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④その他瀬戸内海の環境保全・再生に関するご意見 

 

 

 

意見ご提出に当たっては、添付の（参考資料）諮問書の写し及び補足説明資

料や、下記の中央環境審議会 瀬戸内海部会 企画専門委員会ホームページも参

考としてください。 

http://www.env.go.jp/council/11seto/yoshi11-01.html 

 

（別 紙） 

その他、瀬戸内海の環境保全・再生に関して、ご意見がありましたらお聞か

せください。 

瀬戸内海の環境の現状について普段感じていること（瀬戸内海の優れてい

る点、課題、この 10年くらいの間での変化など）についてお聞かせください。 

企画専門委員会では、瀬戸内海が目指すべき将来像として「豊かな海」を

掲げることとし、その具体的内容として、参考資料にお示しした「きれいな海」

「美しい海」「生物多様性の高い海」「生物生産性の高い海」「人々の生活を潤

す海」「健全な海」といった要素について、今後、検討・整理を行うこととしてい

ます。 

この「豊かな海」（豊かな瀬戸内海）とはどのようなものだと考えますか。ご意

見をお聞かせください。 

企画専門委員会では、参考資料にお示しした６つの基本的考え方や、それ

ぞれで挙げた取り組みをもとに、今後、瀬戸内海の環境保全・再生の在り方に

ついて検討を行うこととしています。 

これら基本的考え方や、基本的考え方に沿った取り組み、取り組みの推進

方策について、実践事例やご意見がありましたらお聞かせください。 

その他、瀬戸内海を「豊かな海」とするために、今後、どのようなことを行うべ

きだと思いますか。また、瀬戸内海の環境保全・再生を、どのような点に重点を

置いて進めるべき、どのような点に配慮すべきと思いますか。お考えのことがあ

りましたら、お聞かせください。 



２．意見募集期間 

平成 24 年１月 16 日（月）から 2 月 29 日（水）17 時まで 

（郵送の場合は平成 24 年２月 29 日（水）必着） 

 

３．意見の提出方法 

添付の意見提出様式により、電子メール・郵送・ファクシミリのいずれかの

方法で提出してください。 

郵送で送付される場合は、お手数ですが、封筒等に「瀬戸内海の諮問に関す

る意見在中」とご記入願います。 

電子メールで送付される場合は、意見提出様式を参考に Word 又は一太郎で

作成いただくか、テキスト形式でメール本文に記載し、電子メールの件名を「瀬

戸内海の諮問に関する意見」としてご提出ください。また参考資料等を添付さ

れる場合には、ファイルサイズが合計２MB を超えるものについては受信がで

きませんのでご遠慮願います。 

※なお、電話による御意見はお受けすることができませんので、あらかじめ

御了承ください。 

 

４．意見提出先 

中央環境審議会瀬戸内海部会企画専門委員会事務局 

環境省水・大気環境局水環境課閉鎖性海域対策室 

担当：橋本、生川、千野 

〒100-8975 東京都千代田区霞が関１－２－２ 

TEL ： 03－5521－8320 

FAX ： 03－3501－2717  

E-mail ： mizu-hesasei@env.go.jp 

 

５．注意事項 

・本意見募集要領に即して記述されていない場合及び締切日までに到着しな

かった場合は無効とさせていただきます。 

・いただきました御意見につきましては、平成 24 年４月頃開催予定の企画

専門委員会（第３回）にて内容を報告し、諮問に関する今後の調査の参考

とさせていただきます。 

・いただきました御意見については、住所、個人名、電話番号、FAX 番号、

電子メールアドレス等の個人情報に関するものを除き、公開される可能性

がありますのであらかじめ御了承ください。なお、御意見中に、個人に関

する情報であって特定の個人を識別しうる記述がある場合及び個人・法人



等の財産権等を害する恐れがあると判断される場合には、公表の際に当該

箇所を伏せさせていただきます。 

・御意見に付記された氏名、連絡先等の個人情報につきましては適正に管理

するとともに、御意見の内容に不明な点があった場合等の連絡・確認に限

って利用させていただきます。 

・御意見に対する個別の回答はいたしかねますので御了承願います。 

 

 



〔意見提出用紙〕 

中央環境審議会瀬戸内海部会企画専門委員会事務局 

環境省水・大気環境局水環境課閉鎖性海域対策室 宛 

FAX ： 03－3501－2717    E-mail ： mizu-hesasei@env.go.jp 

 

瀬戸内海における今後の目指すべき将来像と 

環境保全・再生の在り方に関する意見 

 

所属・氏名 （企業･団体の場合は、企業・団体名部署および担当者名） 

 

住所 〒 

 

電話番号  

FAX 番号  

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ  

御意見 〔意見項目〕（①瀬戸内海の環境の現状について、②瀬戸内海における今後の目指す

べき将来像について、③環境保全・再生の在り方について、④その他瀬戸内海の環境保

全・再生に関する意見のいずれかをご記入ください。） 

 

 

 

〔意見内容〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔理由〕（可能であれば、根拠となる出典等を添付又は併記してください。） 

 

 

 

 ※ご提出いただくご意見は意見項目の①～④のすべてについてでも、一部の項目だけでも

結構です。複数の項目についてご意見を提出いただける場合は、御意見欄（〔意見項目〕

〔意見内容〕〔理由〕）を追加して記載ください。 









 

補足説明資料 

（中央環境審議会瀬戸内海部会第１０回 

及び企画専門委員会第１回までのまとめ） 
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１．諮問の背景 

 
（１）瀬戸内海環境保全基本計画推進の中での課題の指摘 

 

 瀬戸内海の環境保全の取組は、平成 12 年に変更した「瀬戸内海環境保全基本計

画」に基づいて推進してきた。中央環境審議会瀬戸内海部会では、この瀬戸内海環境

保全基本計画のフォローアップとして、その進捗状況を確認し、基本計画に位置付け

られた各目標の進捗状況に対する評価を行うとともに、今後重点的に取り組むべき課

題の整理を行ってきた。 

 また、瀬戸内海の水環境の保全を一層推進するために必要な助言を得ることを目

的として、「今後の瀬戸内海の水環境の在り方懇談会」を開催し、平成 23 年３月に「今

後の瀬戸内海の水環境の在り方に関する論点整理」が取りまとめられた。 

これらにおける指摘を踏まえた瀬戸内海の環境保全・再生のための適切な方向性の

提示が必要となっている。 
 
１）瀬戸内海環境保全基本計画フォローアップにおける指摘（抜粋） 
【水質保全等に関する目標に対する評価】 

○国と地方とが適切に役割分担しつつ各海域において中長期的に目指すべき

将来像を明らかにした上で、（中略）、その実現に向けた具体的なロードマ

ップを提示する必要がある。 

○大阪湾については、瀬戸内海において特異な海域であり、特有の問題が生

じていることから、これを区別して対応を検討する必要がある。 

○底層 DO 等の新たな指標の導入にあたっては、（中略）目指すべき海域環境

の将来像と整合性を持った全体的な見直しを検討する必要がある。 

○大阪湾以外の瀬戸内海において栄養塩類の不足による海苔の色落ちが発生

しているとの指摘があるが、（中略）その解明に向けた総合的な調査研究を

進める必要がある。 

○窒素、りんの環境基準が達成されている海域においては、栄養塩類の管理

について検討を進める必要がある。 

○埋立てについては、より厳しい規制が必要との指摘もあり、基本方針を厳

格に運用していく必要がある。 

○失われた藻場・干潟等の再生の取組は進められているものの、過去と比較

して、まだ十分な再生がなされているとは言えず、海砂利採取の跡地等環
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境の荒れた場も依然として残されており、（中略）更なる取組を講じていく

必要がある。 

○藻場・干潟といった浅海域は、（中略）単にこれらの場を保全、再生、創出

するということではなく、そこに棲む生物について十分に把握し、施策の

効果を評価することが重要である。 

○各々の地域の特性に応じた多様な魚介類等が生息し、人々がその恵沢を将

来にわたり享受できる「里海」の創生を図る必要がある。 

○より多くの自然とのふれあいの機会を提供できるような場の整備を積極的

に図る必要がある。 
 
【自然景観の保全に関する目標に対する評価】 

○人口減少に起因する島の荒廃が、（中略）瀬戸内海全体の景観を含めた悪化

につながっているとの指摘があり、「里海」の創生に向けた取組も活用しつ

つ、緑を含めた島しょ部の景観の保全を図る必要がある。 

○瀬戸内海には、なお多くの貴重な自然海岸が残されており、保全すべき地

域を明確にして、これを積極的に保全することが重要である。 

○未利用のまま荒れた埋立地が一部にあり、一方で、それが様々な生物の生

息の場になっているとの指摘もあり、（中略）これらの自然の再生を検討す

る必要がある。 

 
２）今後の瀬戸内海の水環境の在り方の論点整理 
 

○瀬戸内海が抱える課題 

人・物の流れの変化、瀬戸内海と人との関わり方の希薄化、海岸線形状の変化、水

環境上の課題（赤潮、貧酸素水塊、貧栄養：栄養塩循環）、藻場・干潟の変化、生物

多様性の低下：漁獲量の減少、地球温暖化による影響、沿岸・海洋ごみ、観光資源と

しての認知度 

 

⇒ 瀬戸内海法が制定され、水質総量削減などの諸施策を、地方自治体を中心とし

て企業、市民等と共に取り組んだ結果、水質は改善されてきている。 

しかし、埋め立て等による藻場・干潟の減少、赤潮や貧酸素水塊等の発生、漁業生

産量の低迷など、いまだに、多くの課題が存在しており、「豊かな海」へ向けて、新

たな施策の展開が求められている。 
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（２）瀬戸内海の環境を取り巻く動き 

 

前回の瀬戸内海環境保全基本計画の変更（上述）以降、10 年以上が経過し、その

間、瀬戸内海に関係する環境を取り巻く状況にも、さまざまな動きが生じている。瀬

戸内海においてもこれらの動きを十分に踏まえ、新たな課題への対応が必要となって

きている。 

 

１）第三次環境基本計画の策定(H18.4) 

⇒ 今後展開する取組として「市場において環境の価値が積極的に評価される 

仕組みづくり」「環境保全の人づくり・地域づくりの推進」などが挙げられた。 

 

２）21 世紀環境立国戦略の策定(H19.6) 

⇒ 戦略策定から今後１、２年で重点的に着手すべき戦略として、藻場、干潟、 

サンゴ礁等の保全・再生・創出等総合的な取組を推進することにより、人々 

がその恵沢を将来にわたり享受できる豊饒の「里海」を創生することが位置 

付けられた。 
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３）水質総量削減の在り方 

⇒ 第６次総量削減基本方針では、大阪湾においては、環境基準の達成率が改善

せず、大規模な貧酸素水塊の発生が続き、更なる水環境改善が必要とされた一方

で、大阪湾を除く瀬戸内海については環境基準の達成率は良好であり、現在の水

質を悪化させないという観点からの取組を実施することとされた。平成 23 年６

月に策定した第７次総量削減基本方針においても、第６次の方針が継続された。 

 

４）今後の水環境保全の在り方について(H23.3) 

⇒ これからの水環境保全・再生の取組に当たっては、特に、「地域の観点」「グ

ローバルな観点」「生物多様性の観点」「連携の観点」を念頭に置いて個々の取組

を進めていく必要があるとされた。 

 

５）海の再生に向けた総合的な取組 

⇒ 水環境改善に向けた課題が多く残された大阪湾においては、関係行政機関等

により平成 15 年７月に「大阪湾再生推進会議」が設置され、その再生のため

の「大阪湾再生行動計画」（平成 16 年３月）が策定された。 

 また、「全国海の再生プロジェクト」として、広島湾において平成 18 年３月に

「広島湾再生推進会議」が設置され、「広島湾再生行動計画」（平成 19 年３月）

が策定された。 

 

６）海洋基本法の制定(H19.4)及び海洋基本計画の策定(H20.3) 

⇒ 基本的な方針として、海洋の開発及び利用と海洋環境の保全との調和が掲げ

られるとともに、生物多様性の確保等のための取組、環境負荷の低減のための取

組及び海洋環境保全のための継続的な調査・研究の推進が位置付けられた。 

 

７）生物多様性基本法の制定(H20.5)及び生物多様性国家戦略の策定(H22.3) 

⇒ 生物多様性国家戦略において、中長期目標や短期目標が設定されるとともに、

「科学的認識と予防的順応的態度」など５つの基本的視点、「森・里・川・海のつ

ながりの確保」など４つの基本戦略が示された。 

また、平成 22 年の生物多様性条約締約国会議（COP10）において、生物多様

性の状況の改善や生態系サービスから得られる恩恵の強化などの戦略目標として

愛知ターゲットが設定された。 
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８）海洋生物多様性保全戦略の策定(H23.3) 

⇒ 海洋の生態系の健全な構造と機能を支える生物多様性を保全して、海洋の生

態系サービス（海の恵み）を持続可能なかたちで利用することを目的として、海

洋生物多様性保全戦略が策定された。 
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２．瀬戸内海における今後の目指すべき将来像と環境保全再生の在り方 

の論点（案） 

 
（１）瀬戸内海における今後の目指すべき将来像 

１）これまでに掲げられてきた将来像 

① 瀬戸内海環境保全特別措置法における価値 

昭和 40 年代の高度経済成長期における瀬戸内海の水環境については、汚濁物

質や富栄養化物質が大量に海に流れ込むようになり、赤潮による漁業被害や油

流出による環境汚染が発生するなど、瀕死の海とさえ言われる状態が続いてい

た。この状況を打開するために瀬戸内海環境保全特別措置法が制定された。 

同法において瀬戸内海の価値（特徴）として以下の２つが謳われている。  

◆我が国のみならず世界においても比類のない美しさを誇る景勝地 

◆貴重な漁業資源の宝庫 

これら２つの価値が保全され、後代に継承されていることが瀬戸内海環境保

全特別措置法の「目指すべき将来像」である。 

 

② 瀬戸内海環境保全基本計画で掲げられた目標 

瀬戸内海環境保全特別措置法における「目指すべき将来像」の実現のために、

瀬戸内海環境保全基本計画では、以下の目標を掲げている。 

 

水質保全等に関する目標 

１ 
瀬戸内海において水質環境基準が未達成の海域については、可及的速やかに達成に努

めるとともに、達成された海域については、これが維持されていること。 

２ 

瀬戸内海において、赤潮の発生がみられ、漁業被害が発生している現状にかんがみ、

赤潮発生の機構の解明に努めるとともに、その発生の人為的要因となるものを極力少な

くすることを目途とすること。 

３ 

水銀、PCB 等の人の健康に有害と定められた物質を国が定めた除去基準以上含む底質

が存在しないこと。 

また、その他有機物の堆積等に起因する悪臭の発生、水質の悪化等により生活環境に

影響を及ぼす底質については、必要に応じ、その悪影響を防止するための措置が講ぜら

れていること。 

４ 

特に魚介類の産卵生育の場となっている藻場及び魚介類、鳥類等の生態系を維持する

うえで重要な役割を果たすとされている干潟等、瀬戸内海の水質浄化や生物多様性の確

保、環境教育・環境学習の場等としても重要な役割を果たしている浅海域が減少する傾
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向にあることにかんがみ、水産資源保全上必要な藻場及び干潟並びに鳥類の渡来地、採

餌場として重要な干潟が保全されているとともに、その他の藻場及び干潟等について

も、それが現状よりできるだけ減少することのないよう適正に保全されていること。 

また、これまでに失われた藻場及び干潟等については、必要に応じ、その回復のため

の措置が講ぜられていること。 

５ 
海水浴場、潮干狩場等の自然とのふれあいの場等として多くの人々に親しまれている

自然海浜等が、できるだけその利用に好適な状態で保全されていること。 

 

自然景観の保全に関する目標 

１ 

瀬戸内海の自然景観の核心的な地域は、その態様に応じて国立公園、国定公園、県立

自然公園又は自然環境保全地域等として指定され、瀬戸内海特有の優れた自然景観が失

われないようにすることを主眼として、適正に保全されていること。 

２ 

瀬戸内海の島しょ部及び海岸部における草木の緑は、瀬戸内海の景観を構成する重要

な要素であることにかんがみ、保安林、緑地保全地区等の制度の活用等により現状の緑

を極力維持するのみならず、積極的にこれを育てる方向で適正に保護管理されているこ

と。 

３ 

瀬戸内海において、海面と一体となり優れた景観を構成する自然海岸については、そ

れが現状よりもできるだけ減少することのないよう、適正に保全されていること。 

また、これまでに失われた自然海岸については、必要に応じ、その回復のための措置

が講ぜられていること。 

４ 
海面及び海岸が清浄に保持され、景観を損傷するようなごみ、汚物、油等が海面に浮

遊し、あるいは海岸に漂着し、又は投棄されていないこと。 

５ 
瀬戸内海の自然景観と一体をなしている史跡、名勝、天然記念物等の文化財が適正に

保全されていること。 

 

③ 今後の瀬戸内海の水環境の在り方の論点整理における３つの価値 

 瀬戸内海は沿岸域をはじめとした市民、漁業者、事業者により景観鑑賞、漁

業、レクリエーション、船舶航行など、人々の生活の中で多種多様に利用され

てきている。 

今後の瀬戸内海の水環境の在り方の論点整理においては、このような多面的

機能を有する瀬戸内海の価値を、「道」・「畑」・「庭」に例えて挙げている。 

◆「道」としての価値：物流を担う重要な海上航路 

◆「畑」としての価値：世界的にも海面漁業生産力が高い漁業生産の場 

◆「庭」としての価値：多島美、白砂青松を代表とする景観、観光の場 
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２）今後の目指すべき将来像の設定の意義について 

瀬戸内海は、温暖な気候に恵まれ、灘や瀬戸で構成される世界にも類まれな美

しい自然と、豊かな魚介類の宝庫として、また、古くより海上交通の要衝として

利用されるなど、沿岸の人々の暮らしと密接にかかわってきており、その面影を

残す多くの文化財が残されている。 

しかしながら、この人とのかかわりを多く持つ「瀬戸内海の美しさ、豊かさ」

は、戦後 50 年の間の経済成長とともに失われていった。かつて、海は身近な存

在であり、そこで採れる魚介類は、食卓を賑わせ、遊び場となる砂浜や干潟など

も多く存在していたが、今では、その面影を残す所は非常に少なくなり、人々の

足も遠退いてしまっている。 

 このような現状認識、瀬戸内海環境保全特別措置法制定時とは時代背景や瀬戸

内海の環境を取り巻く状況が変化してきていることを踏まえ、まず、今後の目指

すべき将来像を設定し、その上で望ましい将来像の認識共有のために、瀬戸内海

環境保全基本計画への位置づけ等について考慮すべきである。 

 

３）瀬戸内海の今後目指すべき将来像 

今後の瀬戸内海の水環境の在り方の論点整理では、 

 

「いまだに、多くの課題が存在しており、『豊かな海』へ向けて、 

新たな施策の展開が求められる」 

「今後の瀬戸内海については、『豊かな海』としての瀬戸内海の 

多面的機能を踏まえ、その在り方について更に熟慮していくことが重要」 

 

と指摘されており、『豊かな海』が瀬戸内海における今後の目指すべき将来像とし

てのキーワードとなっている。 

 

論点１：豊かな海とはどんな海か？豊かさを構成する要素は何か？その要素の 

意味・定義は？（要素の構成と意味の整理） 

 

 

 

 

 

 

豊かな海 きれいな海 

・・・ 

・・・ 
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①きれいな海 
○ポイント（定義） 

・水質が良好な海 
・陸域からの汚濁物質の流入が抑えられている海 
・水質浄化能力が高い海 
・澄んだ海 

○指標例 
・水質汚濁に係る環境基準、下層ＤＯ、透明度、底質暫定除去基準 
・発生汚濁負荷量、流入汚濁負荷量 
・赤潮発生件数、青潮発生件数 
・藻場・干潟面積 

②美しい海 
○ポイント（定義） 

・自然景観に優れた海（多島海の景観、遠景、海から見た景観） 
・文化的景観に優れた海（遠景、海から見た景観） 
・豊かな自然環境と文化的要素が一体となり優れた景観が形成されている海

・ごみのない海、悪臭のない海 

 ○指標例 
・国立公園、自然公園等の指定面積 
・自然海浜保全地区の指定延長 
・景観の経済学的価値（仮想評価法、コンジョイント分析、ヘドニクアプロ

ーチ等） 
・漂流ごみ回収量、グリーンタイド発生件数 

③生物多様性の高い海 
 ○ポイント（定義） 

・生き物を育む海（多様な種類の生物がいる海） 
・多様な場を有する海 

・外的変動に対し安定な海（復元力が高い海） 
 ○指標例 

・生物の種類数、個体数（水生生物や海浜植物） 
・藻場・干潟面積 
・渡り鳥飛来数 
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⑤人々の生活を潤す海 
 ○ポイント（定義） 

・人が海とふれあえる海（海洋レクリエーションを提供する海） 
・海にまつわる歴史・文化・行事に富む海、自然や環境について学べる海 
・賑いのある海（住民が元気な海、交流の場となる海） 
・水産資源の豊富な海、産業の基盤となる海 
・人流・物流の場となる海 
・親しまれる海 

 ○指標例 
・環境保全活動のイベント開催数、住民の参加者数 
・国立公園、自然海浜保全地区等の指定延長、海水浴場・潮干狩場の数 
・アクセス可能な海岸線延長 
・観光客数、国立公園利用者数 
・船舶航行数、船舶取扱量 
・住民の満足度 

④生産性の高い海 
 ○ポイント（定義） 

・海洋生物資源が豊富な海 
・魚介類が持続的にとれる海 
・観光資源が豊富な海 
・エネルギーを生み出す海（潮力、海上風力） 

 ○指標例 
・基礎生産力 
・生物の種類数、個体数（水生生物や海浜植物） 
・漁業生産量（漁獲高） 
・藻場・干潟面積 
・観光収入 
・海域における発電量 
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論点２：各要素がどの程度であれば豊かな海と言えるか。 

    各要素をどのようにバランスさせ、調和させるか。 

 

各要素の対立の例 

○「きれいな海」と「生産性の高い海」 
水質の改善 ⇔ 生産性を支える栄養の不足 

○「生物多様性の高い海」と「人々の生活を潤す海」 
生物多様性の保全 ⇔ 海域利用によるかく乱 

○「美しい海」と「人々の生活を潤す海」 
景観の保全 ⇔ 沿岸域の開発   等 

    
   各要素の両立（共通）の例 
      ○「生物多様性の高い海」と「健全な海」 

           外的変動に対し安定な海 
       ○「生産性の高い海」と「人々の生活を潤す海」 
           海洋生物資源が豊富な海    等 

  
 豊かな海を構成する要素から一つを取り上げて、その水準を高めようとすると、

その程度によっては、豊かな海を構成する別の要素と対立する場合が生じてくる。 
 豊かな海を実現するには、どのような場合にこのような対立が生じるかを認識

し、各要素が互いに両立できる関係となるよう、適切にバランスさせる必要があ

る。 
 そのバランス点の設定は、各要素の関係者の合意形成によって行うことが必要

となる。その際には、直接的な当事者はもちろん、不特定多数の間接的関係者へ

の影響についても配慮する必要がある。 

⑥健全な海 
 ○ポイント（定義） 
  ・外的変動に対し安定な海（復元力が高い海、災害に強い海） 
  ・物質循環が太く長く滑らかな海 
  ・海域の利用が支障なくできる海 
 ○指標例 
  ・生物組成、干潟・藻場面積、人工海岸の割合、有害物質測定値 

・基礎生産（透明度、赤潮発生頻度）、負荷と滞留のバランス 
底質環境、貧酸素水塊の出現状況、底生魚介類の漁獲量 

  ・赤潮漁業被害件数、グリーンタイド発生件数 
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４）瀬戸内海の今後の目指すべき将来像のイメージ（案） 

  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                    ※背景の絵は「里海ネット」より転用 

 

５）地域に応じた豊かな海 

湾・灘のそれぞれで環境の状況は異なるため、各地域がめざす豊かな海の姿も

異なってくると考えられる。 

地域の特性を活かした取組を推進させるために、各地域において、上記のよう

な目標像の検討を行い、これを共有することが求められる。 

 

論点３：地域がめざす豊かな海を考える際に必要となる視点は何か？ 

・地域の特徴づけ（地域特性の的確な把握、シンボル設定） 

・対象とすべき目標像における各要素の重みづけ 

・関係者の意見を広く聴くためのしくみ 

・関係者の合意形成を行うための場の設定や調整役の存在、ルールづくり 

・地域間の調整を図るためのしくみ 

生物多様性の
高い海

健全な海

美しい海

生産性の
高い海

人々の生活を
潤す海

豊かな
瀬戸内海

きれいな海
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（参考） 瀬戸内海の環境保全・再生に係る他計画 

平成 17 年に策定された瀬戸内海環境修復計画では「瀬戸内海にふさわし

い環境を確保し維持すること及びこれまでの開発等に伴い失われた良好な

環境を回復すること」を基本理念とし、「今後約 20 年間で昭和 50 年代以降

に失われた干潟・アマモ場等の約 6 割の面積を修復する」ことを目標とし

ている。 

また、大阪湾再生行動計画において「森・川・海のネットワークを通じ

て、美しく親しみやすい豊かな「魚庭（なにわ）の海」を回復し、京阪神

都市圏として市民が誇りうる「大阪湾」を創出することを目標として、底

層ＤＯといった環境基準にはない独自の指標と数値目標の設定をしている。 

 
 

（２）瀬戸内海における今後の環境保全・再生の在り方 

１）基本的考え方 

目指すべき将来像を実現するための取組の基本的考え方として、今後の瀬戸内

海の水環境の在り方の論点整理で示された５つの考え方に、東日本大震災の教訓

を踏まえた考え方を加え、以下の６つの考え方を基本とする。 

 

１） 水質管理を基本としつつ、豊かな海へ向けた物質循環、生態系管理へ

の転換を図る 

２） 藻場、干潟、砂浜等の失われた沿岸環境と悪化した底質環境を回復さ

せる 

３） 白砂青松、多島美と評される瀬戸内海の自然景観及び文化的景観を保

全する 

４） 地域で培われてきた海と人との関わり方に関する知識、技術、体制を

活かして、地域における里海の創生を進める 

５） 瀬戸内海の生態系構造に見合った持続可能な利用形態による、総合的

資源管理を進める 

６） 防災と環境保全の両立を進める 

 

論点４：基本的な考え方はこれでよいか。他に必要な視点はないか。 
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２）基本的考え方に沿った取組 

 

論点５：基本的な考え方に沿って、重点的に取り組むべき事項は何か。 

 

１）水質管理を基本としつつ、豊かな海へ向けた物質循環、生態系管理への転

換を図る 

⇒生物多様性や物質循環の問題の調査研究を十分に行った上で、今後の水

質管理の方向性を打ち出す１ 

⇒今後の水質管理については、まずは水質総量削減や水質環境基準達成率

など、目的を達成しているのかについて評価を行い、その上で、今後の

目標について議論２ 

⇒水質総量削減制度について窒素とりんの規制によりどのような現象が起

きているかを十分に検証した上で、規制の在り方について議論すべき２ 

⇒水質総量削減制度について、汚濁負荷の削減だけを目的とするのではな

く、富栄養化対策をしつつも汚濁負荷を物質循環ととらえた、新たな管

理方策への転換を視野に入れた調査検討の実施２ 

⇒現在の総量規制の運用の中で、年間の総量管理を行いつつ栄養塩類を夏

少なくして冬多くするといった季節的な対応を行うことについて検討２ 

⇒水質総量の見直しについて、栄養塩の維持すべき量、下限値を設けるこ

とについて検討２ 

⇒健全な物質循環を確保するためには、陸域と沿岸海域の一体的な管理に

より、水、栄養塩類、土砂等の物質輸送システムとしての森・川・海の

つながりを回復させる必要があり、藻場・干潟を再生する事業や、ダム・

河口堰からの放水・排砂の管理、下水処理場における下水からの窒素・

りんの適正利用を進める３ 

 

２）藻場、干潟、砂浜等の失われた沿岸環境と悪化した底質環境を回復させる 

⇒藻場、干潟、砂浜等の保全・再生についてのより積極的な対策２ 

⇒藻場や干潟が有する機能（自然浄化等）を評価し２､４、政策に反映 

⇒海砂利採取や海面埋立の原則禁止の厳格な運用２ 

⇒海砂採取後の深掘り跡地は、貧酸素水塊発生の原因であるとされている

が、深掘り跡地に起因する課題の整理、埋め戻しを行うことによる効果・

影響の把握等を科学的なデータをもとに明らかにする１ 
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３）白砂青松、多島美と評される瀬戸内海の自然景観及び文化的景観を 

保全する 

⇒瀬戸内海の自然景観の保全のみならず、景観修復、海から見た景観、文

化的景観も含めた保全と再生について、目標の合意形成を図るための取

組等を検討２ 

⇒環境保全とツーリズムが連携した地域産業の活性化の取り組みを推進３ 

⇒未利用のまま荒れた埋立地が一部にあり、一方で、それが様々な生物の

生息の場になっているとの指摘もあり、本来の土地利用の目的に支障を

及ぼさない範囲で、景観への影響や生物の保全に配慮しつつ、これらの

自然の再生を検討４ 

 

４）地域で培われてきた海と人との関わり方に関する知識、技術、体制を活か

して、地域における里海の創生を進める 

⇒瀬戸内海全体の水環境の評価だけでなく、湾・灘ごとの特性の評価を行

い、海域ごとに里海創生の具体的な取組とその効果について把握２ 

⇒底層DOや透明度といった新たな水質環境基準の検討状況も踏まえつつ、

湾・灘ごとの水環境の目標や指標の設定を検討２ 

⇒里海創生に関わる市民、漁業者、企業、行政等の連携と、それぞれの取

組を実行しやすくするための仕掛けの検討２ 

⇒かつて地域の人々がどういうふうに石や砂と関わってきたのかというこ

とを明らかにする２ 

 

５）瀬戸内海の生態系構造に見合った持続可能な利用形態による、総合的資源

管理を進める 

⇒瀬戸内海の生態系の健全性を把握するために、生物生息状況に関する指

標など、生物多様性・生物生産性に関する調査と評価を推進２ 

⇒良好な環境の保全を最優先にしつつ、海洋空間計画(MSP)の考え方や風力

発電や潮力発電といったエネルギーの観点も考慮に入れ、海域利用の基

準を検討２ 

⇒今後の瀬戸内海における総合的な水産資源・漁業管理の在り方として、

生態系の規模に応じた漁業を地域ごとに再編成し、資源の維持・回復だ

けでなく国民への食糧供給、水産業の健全な発展、地域社会への貢献、

漁村文化の振興などの要素を多面的にとらえた総合的な資源管理を進め
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ることが必要であり、行政、研究者、漁業者、市民を含めた議論を行う３ 

    

６）防災と環境保全の両立を進める１ 

⇒今後、沿岸域の防災機能を高めるための護岸等の整備や、既存の護岸等

の補修・更新時に、積極的に環境配慮型の護岸の採用を推進 

⇒環境教育・学習と防災教育・学習を一体で推進 

 

 ３）基本的考え方に基づく取組を推進するための方策 

 

論点６：取組を推進させる方策として、必要な事項は何か。 

 

１）目標項目や目標年次の設定１､２ 

瀬戸内海の環境は、各種規制、関係省庁や各地方自治体による取組、NPO

等の草の根レベルでの取組といったように、様々な主体により総合的に保

全・再生されてきている。しかし、これまでの取組は一定の効果をあげつつ

も、瀬戸内海を取り巻く課題すべてには対応できず、豊かな海としての実感

が得られるには至っていない。 

瀬戸内海の環境保全上有効な施策の推進を図るために策定されている瀬戸

内海環境保全基本計画には、定量的な目標や目標年次等の設定の明記がない。 

したがって、瀬戸内海環境保全基本計画を時代の変化に適応させ、今後の

目指すべき将来像の実現に向けての強力な原動力・推進力とさせるために、

目標項目の再構成や具体的な数値目標を盛り込むことが必要である。 

 

２）瀬戸内海の環境保全の推進体制の充実 

A．各主体の役割の明確化１ 

現在の瀬戸内海の環境保全の取組は、多様な主体によって総合的に行わ

れてきており、今後もこれらの取組を推進するとともに、さらなる環境保

全・再生を進めるために、各主体の役割を明らかにすることが重要である。 

Ｂ．広域的な連携の強化 

瀬戸内海の環境保全のための管理体制の一つとして、13 府県と政令都

市、中核市の首長による瀬戸内海環境保全知事・市長会議が組織されてい

る。 

一方で、瀬戸内海は 12 の海域に区分され、それぞれに対応する各自治
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体等が抱える問題には違いがある。湾・灘ごとの管理には、海域ごとに従

来の行政区分を超えた新しい地域区分での対応が必要となるため、推進体

制を整えるべき２ 

    

３）地域の参加・協働の促進３ 

環境保全活動では、多くの人々に瀬戸内海に来てもらい、瀬戸内海に関す

る体験を経ることが重要である。瀬戸内海の環境保全や地域再生の観点から

も観光振興は重要であり、観光振興から環境保全へとつながるツーリズムの

取り組みが必要である。 

また、環境保全活動には、地域の活動のネットワーク化、そのネットワー

クを支える支援体制、そして、その活動を推進するための制度・枠組みの構

築が必要となる。また、今まで環境保全活動に無関心であった人々に関心を

持たせ、積極的に参加させる仕組みの工夫が必要である。さらに、企業の参

加を誘導するための仕組みも必要である。 

 

４）環境教育・環境学習の充実３ 

環境学習は、森・川・海という水環境がひとつのつながりとして、沿岸域

環境に関する環境教育を市民、海の仕事に従事する人、行政等の多種多様な

人との連携のもと、推進する必要がある。 

また、教育課程の中における環境学習の重要性を再認識し、学校教育の中

で実施していくための予算等の措置を行うことや、瀬戸内海の湾・灘ごとや

地域で実施する水環境に関する取り組みに組み込むことが必要である。また、

環境学習の専門職の人材育成も必要である。 

 

５）調査研究、技術開発の推進３ 

瀬戸内海の環境保全を推進するには、生態系をはじめとした現状の的確な

把握、精度よい将来の予測、物質循環・生態系管理に係る構造解析など、様々

な分野で調査研究を一層充実させ、知見の蓄積を図ることが求められる。 

調査研究に当たっては、国及び地方公共団体の試験研究機関や大学、博物

館などによる情報交換等の密接な連携のもと、総合的に取り組む必要がある。 

順応的な環境管理を行うには、正確なモニタリングと課題に対する科学

的・技術的な解決策を研究していくことが重要であり、そのための研究体制

を確立させる必要がある。 
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瀬戸内海を効率よく研究するための仕組みを再構築する必要がある。 

海域の環境保全や再生に有効な、海藻・海草・付着生物を中心とした生物

生息場としての緩傾斜護岸、浚渫土砂やスラグ、石炭灰造粒物、貝殻等の土

質改良材等への利用手法に係る技術開発の研究及びその活用を促進する。 

 

６）情報提供、広報の充実３ 

情報提供に当たっては、表面的な環境問題を取り上げるだけでなく、その

背景にある瀬戸内海全体の状況も示し、その関係性について理解が得られる

ようアピールする。 

国民全体に持ってほしい瀬戸内海のイメージや、訪れてほしい景勝地、体

験してほしい観光地等の情報を地域で共有し、国内に、そして国外に情報発

信する。瀬戸内海のイメージを共有する方法として、水環境 100 選、エコツ

ーリズム 100 選といった取り組みも検討する。 

瀬戸内海の価値、現状、課題等を正確に情報発信する。 

 

７）世界の閉鎖性海域との連携３ 

日本の公害克服、環境保全の経験から、瀬戸内海における水環境保全の取

り組みをパッケージ化して、国際的に情報発信、協力していく。また、瀬戸

内海と同様の閉鎖性海域を抱える諸国と連携して、環境対策に協力して取り

組んでいく。 

 

 

（引用元） 

※１ 第９回瀬戸内海部会での指摘事項 

※２ 第 10 回瀬戸内海部会での指摘事項 

※３ 今後の瀬戸内海の水環境の在り方の論点整理 

※４ 瀬戸内海環境保全基本計画フォローアップでの指摘事項 
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３．調査審議のスケジュール 

第１回 企画専門委員会 H23.10.13 

 ◇論点（将来像、保全・再生の在り方）、今後の進め方について審議 

        

                           

第２回 企画専門委員会 H23.12.19 

◇前回指摘事項の整理、広域的機関からのヒアリング 

  （関係各機関等の意見等） 

  

 

現地ヒアリング（３回）                 一般意見の募集 

◇論点について地域の意見の収集・意見交換      

  （東部、中部、西部） 

 

 

第３回 企画専門委員会  

◇論点についての意見整理 

 

 

第４回 企画専門委員会  

◇企画専門委員会報告（案）の取りまとめ 

 

 

第 11 回 瀬戸内海部会                        一般意見の募集  

 ◇企画専門委員会報告（案）の中間報告 

 

 

第５回 企画専門委員会  

 ◇企画専門委員会報告最終取りまとめ 

 

第 12 回 瀬戸内海部会 H24.6 頃                 

◇企画専門委員会とりまとめの報告 
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